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消防団施設の耐震化の進捗状況(行政区別)と今後の計画

(1 ) 耐震改修の必要な消防団施設の状況 (平成25年 1月31日現在)

耐震改修の必要な施設数 改修済施設数

行政区
うち うち

合築の施設数 合築の施設数

オ七 6 5 6 5 

上京 4 2 2 。
左京 8 2 8 3 

中京 3 1 2 。
東山 5 。 2 。
山科 2 。 1 。
下京 1 。 1 1 

南 4 2 1 。
右京 1 4 2 4 。
西京 1 。 1 。
伏見 8 1 4 。
合計 5 6 1 5 3 2 9. 

注 1 耐震診断調査(平成 13年度~平成 17年度実施)を実施した120施設のうち，

耐震改修が必要又は必要と推定される56施設の状況

2 改修済施設の うち合築の施設数は，改修後に合築になったものを含む。

(2) 今年度(平成25年2月1日以降)の耐震化の計画
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団長 冨IJ団長 分団長

札幌市 82，000 68，500 50，000 

仙台市 93，000 82，000 57，000 

さいたま市 119，000 86，000 65，000 

千葉市 74，000 58，000 41，000 

東尽都
113，000 94，000 69，000 

(特別区)

川崎市

機浜市 67，000 55，000 40，000 

方面隊長

相模原市 127，000 
115，500 

73，200 
副方面隊長

89，400 

新潟市 96，900 70，320 59，880 

静岡市 77，000 63，500 45，000 

方面隊長

浜松市 82，500 69，000 
60，000 

分団長

50，500 

名古屋市

堺市 105，000 80，000 65，000 

神戸市 81，000 67，500 49，000 

伺山市 72，500 59，500 40，000 

広島市 82，500 69，000 50，500 

北九州市 82，500 69，000 50， 500 

福岡市 82，500 69，000 50，500 

熊本市 75，000 60，000 40，000 

京都市

平成 25年 12月
消 防 局

政令指定都市及び東京都(特別区)における消防団の報酬の状況

酬 年額)

畠IJ分団長 部長 班長 団員 災害出動

3時間以上 6，800 

45，000 36，500 36，500 35，500 1~3時間未満 4， 400

1時間未満 3，200 

47，000 37，000 28，000 24，000 4，400 

52，000 39，000 33，000 31. 000 2， 100 

35，000 29，000 26，000 21，000 2，500 

59，500 46，500 46，500 42，500 

21，000 

36，000 31，000 28，000 27，000 3，400 

部長

56，100 
46，800 

35，000 35，000 3，000 
副部長

38，000 

48， 720 41. 100 25，800 21，480 

40，000 31，500 31，500 30，500 

45，500 37，000 37，000 36，000 3，000 

な し

55，000 40，000 35，000 

44，000 35，500 35，500 34，500 4，200 

32， 000 25，000 23，000 21，000 

45，500 38，500 37，000 36，000 

45，500 37，000 37，000 36，500 7，000 

45，500 37，000 37，000 36，500 

34，000 25， 000 24，000 23，000 各分団の運営交付金で対応

災害出動手当

3時間以上 5， 100 

な し
1~3 時間未満 4， 300 

1時間未満 3，400 

費 用 弁 償

訓練出動 警戒出動

3時間以上 4，800 

1~3 時間未満 3， 100 

1時間未満 2，200 

3， 700 

1，800 

2，500 

3，500 

3，500 

2，400 

日額 2，500

3，200 

1，900 

2，000 3，000 

1，000 

2，000 

3， 100 

2，600 

5時間以上 7，000 

2時間以上5時間未満 3，500 

2時間未満 2，350 

4，400 4，400 

7，000 

2，400 

業務出動手当

-司I[ 練 1，000

-訓練以外

平成25年 4月 1日現在

(単位 ・円)

( 1回Lっき)

その他

※会議は一律 1，100円

機械整備 3，500 

2，400 

運転責任者 2，900 

4，400 

学校入校 4，000 

機関手当

(管内 400，管外 800，救命講習 1， 000) 月額 300 

-そ の他災害出動手当と同額

(祭礼等消防警備，団員数育，査閲等)
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消防車両等の配置状況

享 手重

ホ。 ノ、 フ 車

速消小型水槽車

水 4習 車

大型は し ご車

小型は し ご車

屈折は し ご車

イヒ ザーー 車

救 助 工 イ乍 車

大 型 救 助 工作車

大規模震災用高度救助車

災 害現場指揮支援車

放 7.k 砲 車

空 気 充 填 照明車

電 源 日召 明 車

特殊災害対策車

高発泡排煙車

大 量 送 水 工作車

多 重 情 報 処理草

無 議 中 常盤 車

資 器材搬送 車

多 目的物 資 搬 送 車

高規格救急車

消 防 救 、急 車

広 報 車

査 察 事

救 急 指 導 車

起 震 車

司 d寸与コ 車

監 察 指 導 車

E周 査 鑑 i哉 車

整 イ蒲 イ呆 全 車

人 員 輸 送 車

草案 習 車

器 材 搬 送 車

電 源 車

小型動力ポンフ.付軽積載車

燃 料 4雨 車合 車

大型除染システム車

特 別 高 度 工作車

支 f霊 車 I 型

計

原動 機付自 転 車

機動二輪車

局 北 上京

4 5 4 

2 

3 3 

4 

2 

8 

8 

2 

2 

3 

14 3 2 

2 

70 15 16 

(平成25年4月1日)

左京 中京 東山 山科 下京 南 右京 西京 伏見 言十

9 4 3 4 3 4 6 5 8 

2 I 

2 2 13 

3 11 I 

2 5 

5 

4 I 

7 

2 

2 

3 

5 4 2 3 3 5 4 3 8 44 

11 

2 2 17 

2 

2 2 21 

8 

2 

3 

3 

3 2 2 2 2 2 3 2 5 42 

2 

26 16 13 17 15 20 23 19 36 286 
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消防車両等更新計画(平成25年度~平成35年度)
(1 ) 消防車両等(消防吏員用) (平成25年10月1日時点)

車種 保有台数
更新予定台数(台)

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

ポンプ草 59 3 2 3 2 6 6 4 4 3 5 

速消小型水僧車 5 3 " 2 

水槽草 13 2 2 

大型はしご車 10 

小型(屈折)はしご草 10 2 

化学車 4 

救助工作草 (II型) 7 

救助工作車 (m型)

特殊災害対策車 2 

高規格救急車 43 6 5 4 5 3 6 6 5 4 5 3 

大型救急車 1 (1) 

消防救急車

司令草(緊急車両のみ) 16 2 5 6 2 

大型水槽車 o (1) 
災害現場指揮支援草

放水砲車

空気充填照明車

震源照明草
一、

品発泡排煙車

大量送水工作車 3 

多重情報処理草

資器材搬送車

多目的物資搬送車

小型動力ポンプ付軽積載車

広報車 11 年次計画によらず，損耗程度に応じて更新を行う。

査察車 17 2 

救急指導草

起震車 2 

司令車 (緊急車両以外) 5 

監察指導享 B 

調査鑑識車 2 

整備保全草 3 

人員輸送車 3 

練習車

器材搬送車 42 (1) 2 

電源草

救助工作草 (N型) 2 

無線中継車

燃料補給草
国貸与車両であるため，損耗程度及び箇との協議により，更新を行う。

大雪2除染シスァム車

特別高度工作車

支援車 (I型) 2 

消防車両等(四輪) 小計 28B (3) 23 11 12 20 12 14 12 12 10 12、 14 

回転翼航空機 2 年次計画によらず，飛行時間及び損耗程度を考慮して更新を行う。

原動機付自転車 220 22 
年次計画によらず.損耗程度に応じて更新を行う。

機動二輪車 3 

消防車両等 (四輪以外) 小計 225 22 一
合計 513 (3) 45 11 12 20 12 14 12 12 10 12 14 

(2) 消防車両等(消防団員用) (平成25年10月1日時点)..... 

箪 種 保有台数
更新予定台数(台)

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

ポンプ車 (CD-I) 6 

小型動力ポンプ付金自動積載車 13 2 

小型動力ポンプ付軽積載車 24 (1) 3 2 2 2 

小型動力ポンプ搬送車 (軽トフック) 5 (1) 

合計 48 (2) 5 2 2 3 2 2 2 2 

※(  )は平成25年度新規配置予定車両台数で外数




